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1.  平成23年9月期の連結業績（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期 702,411 5.5 10,664 14.5 11,555 15.7 6,301 25.1
22年9月期 665,640 1.8 9,316 32.3 9,983 26.7 5,035 19.7

（注）包括利益 23年9月期 7,404百万円 （43.0％） 22年9月期 5,178百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年9月期 168.23 ― 8.9 5.4 1.5
22年9月期 134.44 ― 7.7 5.0 1.4

（参考） 持分法投資損益 23年9月期  83百万円 22年9月期  △90百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期 218,620 74,437 33.7 1,964.02
22年9月期 205,988 68,116 32.9 1,807.55

（参考） 自己資本   23年9月期  73,560百万円 22年9月期  67,700百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年9月期 11,824 △2,928 △1,882 45,929
22年9月期 13,417 △3,120 △1,416 38,686

2.  配当の状況 

（注）23年9月期期末配当金の内訳 特別配当 2円00銭 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年9月期 ― 13.50 ― 20.00 33.50 1,254 24.9 1.9
23年9月期 ― 17.00 ― 25.00 42.00 1,573 25.0 2.2
24年9月期(予想) ― 21.00 ― 21.00 42.00 24.8

3.  平成24年9月期の連結業績予想（平成23年10月1日～平成24年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 360,000 3.1 5,430 △0.1 5,880 0.0 3,100 5.6 82.77
通期 725,000 3.2 11,050 3.6 11,800 2.1 6,350 0.8 169.54



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料20ページ「４．（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年9月期 38,153,115 株 22年9月期 38,153,115 株
② 期末自己株式数 23年9月期 698,991 株 22年9月期 698,524 株
③ 期中平均株式数 23年9月期 37,454,309 株 22年9月期 37,454,937 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年9月期の個別業績（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期 553,868 6.0 9,370 15.1 10,130 14.4 5,508 19.6
22年9月期 522,515 2.4 8,141 39.2 8,857 32.0 4,604 25.8

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年9月期 147.07 ―
22年9月期 122.93 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期 193,240 69,728 36.1 1,861.71
22年9月期 182,901 64,787 35.4 1,729.77

（参考） 自己資本 23年9月期  69,728百万円 22年9月期  64,787百万円

2.  平成24年9月期の個別業績予想（平成23年10月1日～平成24年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査対象の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資
料２ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 287,000 3.7 5,250 △0.2 2,900 12.3 77.43
通期 574,500 3.7 10,400 2.7 5,800 5.3 154.86
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（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、上半期においては、新興国の経済成長による海外市場の回復あるいは

政府の景気対策により、一部に持ち直しの動きが見られました。しかし本年３月に発生した東日本大震災によるサ

プライチェーンの寸断並びに電力供給不足等により、国内経済は一時的に深刻な打撃を受けるとともに、長引く雇

用不安に加え、欧州の財政不安による過度な円高の進行、株安等の影響により、経済の混迷脱却への閉塞感は一段

と高まり、景気の先行きは依然として不透明な状況にありました。 

 食品流通業界におきましても、個人の消費マインドは、将来への不安からくる生活防衛意識の高まりにより、節

約志向が一層定着するとともに、企業間競争はますます激化し、企業を取り巻く環境は引き続き厳しい状況で推移

しました。 

 こうした中で当社グループは、震災後の非常時には、商品の安定供給をはじめ、蓄積した卸売機能の発揮に努め

るとともに、消費者ニーズに対応した商品の開発・品揃え提案等を推進する一方、諸経費の抑制及び業務全般の生

産性向上等による経営の効率化に取り組みました。 

 この結果、当連結会計年度における売上高は前期に比べ5.5％増加し7,024億11百万円となりました。利益につき

ましては、利益管理の徹底及び物流コストをはじめ諸経費の抑制に努めたことにより、営業利益は106億64百万円

（前期比14.5％増）、経常利益は115億55百万円（前期比15.7％増）となりました。 

 そして、東日本大震災による損失等の特別損失を７億53百万円計上しましたが、当期純利益は63億１百万円（前

期比25.1％増）となりました。 

  

 セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。 

 なお、各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。 

  

＜常温流通事業＞ 

 当社グループの主力事業であります常温流通事業につきましては、東日本大震災の影響で、飲料、インスタント

食品、缶詰類等を中心に一時的な需要の増大もありましたが、全体として商品の低価格化は引き続き進行してお

り、消費者の生活防衛行動に対応すべく、仕入先とも連携して主要得意先との取り組みを強化し、また自社ＰＢ商

品の拡売を図りました。 

 その結果、大手量販店、食品スーパー並びに出店拡大が顕著なドラッグストア、ディスカウントストア等への販

売が堅調に推移したことにより、売上高は5,679億64百万円、営業利益は93億86百万円となりました。 

  

＜低温流通事業＞ 

 低温流通事業につきましては、外食需要の低迷により、飲食店等への販売は厳しい状況で推移しましたが、内食

需要に対応した家庭用冷凍食品、惣菜等を大手食品スーパーを中心に拡売することができました。 

 その結果、売上高は806億26百万円、利益管理の徹底及び物流費の抑制等により、営業利益は３億13百万円とな

りました。 

  

＜酒類流通事業＞ 

 酒類流通事業につきましては、外食需要の低減、消費者の低価格志向並びに若年層のアルコール離れ等により、

酒類消費市場の縮小傾向はますます顕著になっており、特に一般酒販店・業務用酒販店の凋落傾向は続き売上の確

保が厳しい状況で推移しましたが、主要得意先との取り組み強化を図り、売上高は593億90百万円、営業利益は４

億94百万円となりました。 

  

＜その他＞ 

 その他の事業につきましては、物流関連（配送、庫内作業請負等）がその主な事業内容でありますが、当社グル

ープの売上が堅調に推移したことに伴う取扱量の増加及び連結範囲の変更等により、売上高は95億55百万円、営業

利益は４億64百万円となりました。 

  

１．経営成績
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②次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、東日本大震災による国内の消費マインドの落ち込みは概ね回復したものの、雇用

情勢・年金問題等の将来への不安の解消は進まず、欧州の金融危機懸念等による円高・株安等により経済が混迷

し、加えてタイの大洪水により生活財の大幅な供給減の影響により景気の先行きが一層不透明感を増しており、低

価格化の進行と併せて、非常に厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

 このような環境の下、当社グループは、売上の拡大に向けた取引先との関係を一層強化するとともに、付加価値

の高い商品の開発・拡売等により利益確保に努めてまいります。また、企業体質の強化をさらに推進するため、引

き続き営業力の強化、徹底した物流及び業務の生産性向上を図ってまいります。 

 次期の業績見通しとしましては、連結売上高7,250億円（前期比3.2％増）を計画し、営業利益110億50百万円

（前期比3.6％増）、経常利益118億円（前期比2.1％増）、そして当期純利益は63億50百万円（前期比0.8％増）を

見込んでおります。 

  

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 流動資産の残高は、1,421億29百万円となり前期に比べ107億13百万円増加いたしました。 

 その主な要因は、現金及び預金並びに売上債権が増加したこと等によるものであります。（なお、現金及び預金

に係る内容の詳細につきましては、連結キャッシュ・フロー計算書をご参照下さい。） 

 固定資産の残高は、764億91百万円となり前期に比べ19億18百万円増加いたしました。その主な要因は、連結範

囲の変更による有形固定資産の増加、投資有価証券の時価評価額の上昇等によるものであります。 

 これにより、資産合計は、2,186億20百万円となり前期に比べ126億32百万円増加いたしました。 

 流動負債の残高は、1,356億56百万円となり前期に比べ53億５百万円増加いたしました。その主な要因は、仕入

債務が増加したことによるものであります。 

 固定負債の残高は、85億26百万円となり前期に比べ10億６百万円増加いたしました。その主な要因は、連結範囲

の変更により長期借入金が増加したことによるものであります。 

 これにより、負債合計は、1,441億83百万円となり前期に比べ63億11百万円増加いたしました。 

 純資産の部については、当期純利益63億１百万円の計上並びに投資有価証券の時価評価による差額金が前期に比

べ９億42百万円増加したことから、純資産合計は、63億20百万円増加して744億37百万円となりました。 

 なお、１株当たりの純資産額は、1,964円２銭となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ72億43百

万円増加し、459億29百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは118億24百万円の資金の増加となり、前連結会計年度に比べ収入が15億

92百万円減少しました。当連結会計年度においては、税金等調整前当期純利益109億59百万円、減価償却費34億

98百万円、仕入債務の増加42億38百万円等により資金が増加し、一方、法人税等の支払額44億７百万円、売上債

権の増加23億46百万円等による資金の減少がありました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは29億28百万円の資金の減少となり、前連結会計年度に比べ支出が１億92

百万円減少しました。その主な要因は、固定資産及び投資有価証券の取得によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動によるキャッシュ・フローは18億82百万円の資金の減少となり、前連結会計年度に比べ支出が４億66

百万円増加しました。その主な要因は、配当金の支払によるものであります。  
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（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

２．時価ベースの自己資本比率の計算における株式時価総額の計算は、自己株式相当額を控除して計算して

おります。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 
  
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と認識し、収益力の向上と財務体質の強化を図りなが

ら、安定的かつ業績に見合う適正な配当を維持することを基本方針としております。 

 内部留保金につきましては、経営基盤のさらなる強化に向けて、物流機能の充実、情報システムの高度化及び新規

事業投資等に積極的に活用してまいりたいと考えております。 

 この方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、平成23年８月９日に公表いたしました１株につき20円

（内、特別配当２円）に５円を加えた25円（内、特別配当２円）とすることを予定しております。これに伴い、すで

にお支払いしております第２四半期配当、１株につき17円を合わせた年間配当金は１株につき42円となります。次期

の年間配当金につきましては１株につき42円（第２四半期配当21円、期末配当21円）を予定しております。 

  平成19年９月期 平成20年９月期 平成21年９月期 平成22年９月期 平成23年９月期

自己資本比率（％）  31.0  31.7  32.3  32.9  33.7

時価ベースの自己資本 

比率（％） 
 27.8  24.1  29.3  22.4  31.7

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率（年） 
 0.3  0.1  0.1  0.1  0.2

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
 200.5  384.0  295.9  1,637.8  634.2
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 当社グループは加藤産業株式会社（当社）及び子会社15社、関連会社３社より構成されており、食品卸売業を主な

事業内容とし、さらに物流及びその他サービス等の事業活動を展開しております。  

 当社グループの事業に係わる各社の位置づけ及び事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 （１）当社グループの事業に係わる各社の位置づけ 

常温流通事業………当社及び子会社九州加藤㈱が加工食品の卸売を、子会社カトー菓子㈱は菓子の卸売を、子会社

和歌山産業㈱は当社グループで販売する商品の一部を製造加工しております。 

低温流通事業………子会社ケイ低温フーズ㈱は低温食品の卸売を、子会社カトー農産㈱は農産物の卸売を行ってお

ります。 

酒類流通事業………子会社ヤタニ酒販㈱、子会社カトー酒販㈱及び関連会社三陽物産㈱、関連会社エス・エイ・エ

スジャパン㈱は、酒類の卸売を行っております。 

その他………………当社の物流業務の一部を子会社カトーロジスティクス㈱、子会社沖縄ロジスティクス㈱及び子

会社マンナ運輸㈱に委託して行っております。また、子会社加藤不動産㈱は当社グループの保

険代理店業務等を行っており、子会社㈱アドバンス・キッチンは飲食業フランチャイズ加盟店

を運営しております。  

  

 （２）事業系統図 

２．企業集団の状況
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（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「生販両層にとって最も価値ある存在」として、食品の安全性の追求及び流通の効率化の推進を

通じて、人々の食生活の向上に寄与することを使命と考え、その実現に向けてグループ各社が専門分野における機能

を十分に発揮し、また効果的に連携してグループ全体の価値の最大化を図ることを基本方針としております。 

 そして、いかなる経営環境の変化に対しても常に迅速かつ適切に対応し、最適な流通サービスをローコストで実現

できる企業体質及び体制を作り上げ、収益力の向上に努めるとともに、積極的な経営施策を展開して成長を継続する

ことにより、株主の皆様・お取引先・従業員・地域社会など広く関係者のご期待に応えてまいりたいと考えておりま

す。 

  

（２）目標とする経営指標・・・＜（３）中長期的な会社の経営戦略＞に包括して記載しております。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略 

 今後の食品流通業界におきましては、国内人口の減少、少子・高齢化等により食品市場規模の拡大が見込めないな

か、企業間競争がますます激化して業界の再編が進み、また企業の社会的責任が一層重視されるなど、経営環境は大

きく変化するものと予想されます。 

 このような状況を踏まえ、当社は平成17年度に策定した「長期ビジョン」として、当社グループが自主独立した全

国卸売業としての存在感を維持・拡大するための規模と収益を追求し、それを支える企業体質及び体制を構築すると

ともに、社会的な付加価値を創造する事業を通じての適正利益の確保及び企業市民としての両面から社会に貢献する

企業グループへの成長を掲げております。 

 数値目標につきましては、当社創立70周年（平成29年度）までの早い時期に、グループ売上高１兆円・経常利益

130億円をめざしております。 

  

（４）会社の対処すべき課題  

 当社グループが、自主独立の経営を維持し成長を続けるためには、卸売業の基本機能の充実とともに、環境の変化

に即した対応策を実行することにより、年度業績目標を着実に達成し、成果を積み上げることが重要な課題と認識

し、鋭意取り組んでおります。 

 直面する課題として、景気の先行き不透明感からくる消費力の一層の減退により、食品流通業界における価格競争

が収益圧迫要因となることが懸念されますので、当社グループは今後も引き続き利益管理の強化及び諸経費の削減を

図るとともに、与信管理には十分注力してまいります。  

 また、自然災害、大火災、テロ攻撃、新型ウィルス蔓延等の緊急事態発生時において、事業資産の損害を最小限に

とどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするためのＢＣＰ（事業継続計画）を策定・整備し、

緊急時に備えての教育・訓練等を実施することが、重要な課題であります。 

 そして、組織力の強化に向けた内部管理責任者研修、営業力の強化のための営業マン研修等による人材育成にも引

き続き力を注いでまいります。 

 なお、「企業の社会的責任」につきましては、本業を誠実に遂行することを基本として、内部統制システムの整

備・運用を維持しつつ、さらに統制レベルの向上を目指すとともに、環境問題をはじめ会社に求められる様々な社会

問題への対応にも真摯に取り組んでまいります。 

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※3  35,787 ※3  42,978

受取手形及び売掛金 ※3  77,465 ※3  80,174

有価証券 3,104 3,101

商品及び製品 10,668 11,544

仕掛品 3 5

原材料及び貯蔵品 373 496

繰延税金資産 745 782

その他 3,753 3,521

貸倒引当金 △485 △475

流動資産合計 131,415 142,129

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※2, ※3  15,915 ※2, ※3  15,423

機械装置及び運搬具（純額） ※2  1,868 ※2  1,834

工具、器具及び備品（純額） ※2  331 ※2  298

土地 ※3  23,721 ※3  24,617

リース資産（純額） ※2  834 ※2  999

建設仮勘定 56 9

有形固定資産合計 42,727 43,183

無形固定資産   

ソフトウエア 3,584 3,680

電話加入権 34 35

その他 － 10

無形固定資産合計 3,619 3,726

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※3  19,897 ※1, ※3  22,188

長期貸付金 704 252

差入保証金 ※3  2,043 ※3  2,097

投資不動産（純額） ※2  927 ※2, ※3  996

繰延税金資産 959 516

その他 ※1  3,890 ※1  3,698

貸倒引当金 △197 △166

投資その他の資産合計 28,226 29,582

固定資産合計 74,573 76,491

資産合計 205,988 218,620
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  119,912 ※3  124,366

短期借入金 66 ※3  408

リース債務 241 329

未払金 2,254 2,302

未払法人税等 2,580 2,752

未払消費税等 456 218

設備関係支払手形 4 7

未払費用 3,533 3,827

賞与引当金 1,047 1,098

役員賞与引当金 71 78

その他 182 266

流動負債合計 130,350 135,656

固定負債   

長期借入金 － ※3  463

リース債務 603 689

繰延税金負債 46 101

退職給付引当金 5,400 5,535

役員退職慰労引当金 449 490

資産除去債務 － 119

その他 1,020 1,126

固定負債合計 7,520 8,526

負債合計 137,871 144,183

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,934 5,934

資本剰余金 8,806 8,806

利益剰余金 52,482 57,397

自己株式 △860 △860

株主資本合計 66,362 71,276

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,341 2,283

繰延ヘッジ損益 △2 △0

その他の包括利益累計額合計 1,338 2,283

少数株主持分 416 877

純資産合計 68,116 74,437

負債純資産合計 205,988 218,620
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 665,640 702,411

売上原価 617,484 652,083

売上総利益 48,155 50,328

販売費及び一般管理費   

運搬費 14,681 15,084

貸倒引当金繰入額 － 36

貸倒損失 0 －

役員報酬 291 322

従業員給料及び手当 7,784 8,145

賞与引当金繰入額 969 1,011

役員賞与引当金繰入額 71 78

退職給付費用 565 647

役員退職慰労引当金繰入額 43 50

福利厚生費 1,361 1,461

減価償却費 2,873 2,692

賃借料 3,707 3,697

情報システム費 2,895 2,839

その他 3,593 3,597

販売費及び一般管理費合計 38,839 39,663

営業利益 9,316 10,664

営業外収益   

受取利息 126 102

受取配当金 313 370

不動産賃貸料 382 373

持分法による投資利益 － 83

その他 254 278

営業外収益合計 1,076 1,209

営業外費用   

支払利息 8 18

不動産賃貸費用 291 260

貸倒引当金繰入額 － 9

持分法による投資損失 90 －

その他 19 29

営業外費用合計 409 317

経常利益 9,983 11,555
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※1  0 ※1  2

投資有価証券売却益 35 13

投資有価証券償還益 － 30

貸倒引当金戻入額 3 27

償却債権取立益 87 －

補助金収入 32 －

負ののれん発生益 14 －

災害見舞金 － ※2  50

子会社清算益 － ※3  34

特別利益合計 175 157

特別損失   

固定資産売却損 ※4  24 ※4  0

固定資産除却損 ※5  29 ※5  32

電話加入権評価損 0 0

投資有価証券評価損 1,137 160

投資有価証券売却損 0 0

減損損失 ※6  24 ※6  39

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 93

災害による損失 － ※7  426

特別損失合計 1,217 753

税金等調整前当期純利益 8,941 10,959

法人税、住民税及び事業税 4,045 4,624

法人税等調整額 △179 △66

法人税等合計 3,865 4,558

少数株主損益調整前当期純利益 － 6,400

少数株主利益 40 99

当期純利益 5,035 6,301
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 6,400

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 1,001

繰延ヘッジ損益 － 2

持分法適用会社に対する持分相当額 － △0

その他の包括利益合計 － ※2  1,003

包括利益 － ※1  7,404

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 7,246

少数株主に係る包括利益 － 158
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,934 5,934

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,934 5,934

資本剰余金   

前期末残高 8,806 8,806

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,806 8,806

利益剰余金   

前期末残高 48,495 52,482

当期変動額   

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 5,035 6,301

当期変動額合計 3,986 4,915

当期末残高 52,482 57,397

自己株式   

前期末残高 △858 △860

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △860 △860

株主資本合計   

前期末残高 62,377 66,362

当期変動額   

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 5,035 6,301

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 3,985 4,914

当期末残高 66,362 71,276
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,246 1,341

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 95 942

当期変動額合計 95 942

当期末残高 1,341 2,283

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △5 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 2

当期変動額合計 2 2

当期末残高 △2 △0

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 1,241 1,338

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 97 945

当期変動額合計 97 945

当期末残高 1,338 2,283

少数株主持分   

前期末残高 394 416

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21 461

当期変動額合計 21 461

当期末残高 416 877

純資産合計   

前期末残高 64,012 68,116

当期変動額   

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 5,035 6,301

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 119 1,406

当期変動額合計 4,104 6,320

当期末残高 68,116 74,437
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 8,941 10,959

減価償却費 3,335 3,498

投資有価証券評価損益（△は益） 1,137 160

負ののれん発生益 △14 －

電話加入権評価損 0 0

減損損失 24 39

貸倒引当金の増減額（△は減少） △119 △42

退職給付引当金の増減額（△は減少） 171 134

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 24 40

賞与引当金の増減額（△は減少） 16 35

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9 7

受取利息及び受取配当金 △439 △473

支払利息 8 18

貸倒損失 0 －

持分法による投資損益（△は益） 90 △83

投資有価証券売却損益（△は益） △35 △12

投資有価証券償還損益（△は益） － △30

有形固定資産売却損益（△は益） 23 △1

子会社清算損益（△は益） － △34

有形固定資産除却損 29 32

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 93

災害損失 － 307

補助金収入 △32 －

災害見舞金 － △50

売上債権の増減額（△は増加） △5,792 △2,346

たな卸資産の増減額（△は増加） 513 △1,001

仕入債務の増減額（△は減少） 10,060 4,238

その他 △1,382 471

小計 16,571 15,961

利息及び配当金の受取額 440 471

利息の支払額 △8 △18

災害損失の支払額 － △232

災害見舞金の受取額 － 50

法人税等の支払額 △3,586 △4,407

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,417 11,824
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △129

定期預金の払戻による収入 － 145

有価証券の取得による支出 △202 △101

有価証券の償還による収入 － 300

有形固定資産の取得による支出 △1,237 △735

有形固定資産の売却による収入 98 5

無形固定資産の取得による支出 △1,463 △1,340

補助金収入 32 －

投資有価証券の取得による支出 △576 △1,492

投資有価証券の売却による収入 270 18

投資有価証券の償還による収入 501 300

子会社株式の取得による支出 △8 －

投資不動産の取得による支出 △1 △1

貸付けによる支出 △416 △20

貸付金の回収による収入 50 75

子会社の清算による収入 － 49

その他 △168 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,120 △2,928

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 200

長期借入金の返済による支出 △141 △397

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △224 △298

配当金の支払額 △1,048 △1,385

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

自己株式の取得による支出 △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,416 △1,882

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,880 7,013

現金及び現金同等物の期首残高 29,806 38,686

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 229

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  38,686 ※1  45,929
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    該当事項はありません。    

      

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社  ８社 

 主要な連結子会社の名称については

「２．企業集団の状況」に記載してい

るため、省略しております。 

(1) 連結子会社  ９社 

 主要な連結子会社の名称については

「２．企業集団の状況」に記載してい

るため、省略しております。 

 前連結会計年度において持分法適用

非連結子会社であったマンナ運輸㈱

は、重要性が増したため、当連結会計

年度より連結の範囲に含めておりま

す。  

  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

カトー酒販㈱  

マンナ運輸㈱ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

カトー酒販㈱  

  

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社８社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりません。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社６社は、いずれも小規

模会社であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法適用の非連結子会社数 ４社

持分法適用の関連会社数   ２社

 非連結子会社（カトー酒販㈱他３

社）及び関連会社（三陽物産㈱他１

社）に持分法を適用しております。 

 なお、非連結子会社４社（エフエフ

水産㈱他３社）及び関連会社１社は、

重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除いております。 

(1) 持分法適用の非連結子会社数 ３社

持分法適用の関連会社数   ２社

 非連結子会社（カトー酒販㈱他２

社）及び関連会社（三陽物産㈱他１

社）に持分法を適用しております。 

 なお、非連結子会社３社（エフエフ

水産㈱他２社）及び関連会社１社は、

重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除いております。また、持分法非適

用の非連結子会社であるカネ物㈱は平

成23年６月20日付で清算結了いたしま

した。 

 前連結会計年度において持分法適用

非連結子会社であったマンナ運輸㈱

は、重要性が増したため、当連結会計

年度より持分法の適用範囲から除い

て、連結の範囲に含めております。 

  (2) 非連結子会社の決算日は連結決算日

と一致しており、関連会社については

当該会社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。 

 ただし、三陽物産㈱については仮決

算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

(2)      同左 

３ 連結子会社の事業年度等に 

関する事項 

 連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。 

       同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しており

ます。） 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

       同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

       同左 

  (ロ) デリバティブ 

時価法 

(ロ) デリバティブ 

同左 

  (ハ) たな卸資産 

    商品 

   先入先出法による原価法（収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法） 

(ハ) たな卸資産 

    商品 

同左        

   製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

  総平均法による原価法（収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法） 

 製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

同左   

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。  

  ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）の

償却方法は定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 10年～45年 

(イ) 有形固定資産（リース資産を除く）

同左  

  (ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(ロ) 無形固定資産（リース資産を除く）

同左 

  (ハ）リース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

   なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。   

(ハ）リース資産 

同左  

加藤産業㈱　(9869)　平成23年9月期決算短信

- 17 -



項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

  (ニ) 投資不動産 

定率法を採用しております。  

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）の

償却方法は定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 10年～45年  

(ニ) 投資不動産 

同左  

(3) 重要な引当金の計上基準 (イ) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(イ) 貸倒引当金 

同左 

  (ロ) 賞与引当金 

 従業員の賞与金支給に備えるため、

賞与支給見込額を計上しております。

(ロ) 賞与引当金 

同左 

  (ハ) 役員賞与引当金 

 役員の賞与金支給に備えるため、役

員賞与支給見込額を計上しておりま

す。  

(ハ) 役員賞与引当金 

 同左   

  (ニ) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理して

おります。 

 また、過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

(ニ) 退職給付引当金 

同左 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付 

に係る会計基準」の一部改正（その 

３）」（企業会計基準第19号 平成20 

年７月31日公表分）を適用しておりま

す。 

 数理計算上の差異を翌連結会計年度

から償却するため、これによる営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生

する退職給付債務の差額の未処理残高

は618百万円であります。  

──────  

  (ホ) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(ホ) 役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

(4) 重要なヘッジ会計の方法 (イ) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たす為替

予約が付されている外貨建債務につい

ては、振当処理を行うこととしており

ます。 

(イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

     同左 

  (ハ) ヘッジ方針 

 当社は輸入取引の為替相場の変動リ

スク軽減のため、為替予約取引を行っ

ております。 

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

  (ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、為替の相場変

動を完全に相殺するものと見込まれる

ためヘッジの有効性の判定は省略して

おります。 

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(5) 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

    

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

 （不動産賃貸料及び不動産賃貸費用の計上区分の変更等）
 不動産賃貸料及び不動産賃貸費用については、従来、営
業外収益及び営業外費用として計上しておりましたが、
「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業
会計基準第20号 平成20年11月28日公表分）及び「賃貸等
不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日公表分）が
当連結会計年度より適用されることを契機に、当社及び連
結子会社が保有する各賃貸不動産の保有目的等を見直した
結果、当社グループ会社の事業の用に供するために賃貸す
る目的で保有する不動産に係る賃貸料及び賃貸費用につい
ては、当社の主たる事業目的に付随する業務により生じた
収入及び費用であることから、経営成績をより適切に表示
するため、当連結会計年度より売上高及び売上原価に計上
する方法に変更しております。この変更による損益への影
響は軽微であります。 
 また、上記と同様の事由により、従来、有形固定資産の
「建物及び構築物（純額）」及び「土地」に含めていた賃
貸不動産のうち、当社グループ会社以外に賃貸しているも
のについては、当連結会計年度より投資その他の資産の
「投資不動産（純額）」として表示しております。前連結
会計年度の「建物及び構築物（純額）」及び「土地」に含
めていた当該資産はそれぞれ497百万円、438百万円であり
ます。 

 ────── 

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 
平成20年12月26日公表分）、「連結財務諸表に関する会計
基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日公表
分）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」
（企業会計基準第23号 平成20年12月26日公表分）、「事
業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成
20年12月26日公表分）、「持分法に関する会計基準」（企
業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分）及び「企業
結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表
分）が平成21年４月１日以後開始する連結会計年度におい
て最初に実施される企業結合及び事業分離等から適用する
ことができることになったことに伴い、当連結会計年度よ
りこれらの会計基準等を適用しております。 

 ────── 

 ────── 
  

 （資産除去債務に関する会計基準の適用） 
 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日公表分）及
び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号 平成20年３月31日公表分）を適用
しております。 
 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ４百万円、
税金等調整前当期純利益は97百万円減少しております。 
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（８）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

（連結貸借対照表） 

 従来、連結貸借対照表上の流動資産の「その他」及び

「未払金」に含めていた売上債権及び仕入債務等の消費税

等相当額については、当連結会計年度より会計システム変

更の実施に合わせて、それぞれ、「受取手形及び売掛金」

及び「支払手形及び買掛金」並びに「未払費用」に含めて

おります。 

 なお、前連結会計年度で流動資産の「その他」及び「未

払金」に含めていた消費税等相当額の金額は以下のとおり

であります。 

────── 

  

 前連結会計年度連結貸借対照表において、流動資産の

「その他」に含めていた消費税等相当額の金額 

  

・受取手形及び売掛金 3,518百万円   

 前連結会計年度連結貸借対照表において、「未払金」に

含めていた消費税等相当額の金額 

  

・支払手形及び買掛金 5,447百万円

・未払費用 122百万円

  

  

（連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22

号 平成20年12月26日公表分）が平成21年４月１日以後開

始する連結会計年度から適用できることになったことに伴

い、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。  

────── 

（９）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

（倉庫業における収入及び費用について） 

 当社グループは、当連結会計年度より稼動しております

物流センターにおいて、倉庫業として配送業務等の物流業

務受託を行っております。これに伴い、当連結会計年度よ

り物流受託収入及び対応する委託費用等を売上高及び売上

原価にそれぞれ742百万円、691百万円計上しております。

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日公表分）を

適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。 
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（１０）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成23年９月30日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対する主なものは次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式） 1,174 百万円 投資有価証券（株式） 878 百万円

その他投資その他の資産（出資金） 155 百万円 その他投資その他の資産（出資金） 168 百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額 24,500 百万円

   投資不動産減価償却累計額 1,267 百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額 27,732 百万円

   投資不動産減価償却累計額 1,403 百万円

※３ 担保資産 ※３ 担保資産 

   前連結会計年度において持分法適用非連結子会社で

あったマンナ運輸株式会社を、当連結会計年度より連

結子会社へ変更したことから、担保資産（対応する債

務）については、建物及び構築物、土地、投資不動産

（対応する債務は短期借入金、長期借入金、保証債

務）が、前連結会計年度の末日に比べて著しく変動し

ております。 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。 (1）担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 6 百万円

受取手形及び売掛金  30 百万円

建物及び構築物 89 百万円

土地 48 百万円

投資有価証券 612 百万円

差入保証金  5 百万円

現金及び預金 6 百万円

受取手形及び売掛金  30 百万円

建物及び構築物 321 百万円

土地 933 百万円

投資有価証券 741 百万円

差入保証金  9 百万円

投資不動産 43 百万円

(2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 (2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 

支払手形及び買掛金 4,346 百万円 支払手形及び買掛金 3,987 百万円

短期借入金 352 百万円

長期借入金 413 百万円

保証債務 51 百万円

 ４ 保証債務 

 下記の仕入債務に対して保証を行っております。 

 ４ 保証債務 

 下記の仕入債務他に対して保証を行っております。

三陽物産㈱ 12 百万円 三陽物産㈱他 99 百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 0 百万円 機械装置及び運搬具 2 百万円

機械装置及び運搬具 0 百万円 工具、器具及び備品  0 百万円

合計  0 百万円 合計  2 百万円

 ────── ※２ 災害見舞金 

   東日本大震災による被災に対して、取引先等から受

け取ったものであります。 

 ────── ※３ 子会社清算益 

   持分法非適用の非連結子会社であるカネ物㈱の清算

に伴うものであります。 

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 9 百万円 機械装置及び運搬具 0 百万円

機械装置及び運搬具 0 百万円 土地 0 百万円

工具、器具及び備品 0 百万円 合計 0 百万円

土地 13 百万円   

合計 24 百万円   

※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 25 百万円

機械装置及び運搬具 2 百万円

工具、器具及び備品 1 百万円

その他投資その他の資産  0 百万円

合計 29 百万円

建物及び構築物 28 百万円

機械装置及び運搬具 0 百万円

工具、器具及び備品 2 百万円

その他投資その他の資産  1 百万円

合計 32 百万円

※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは次の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。 

(1)減損損失を認識した資産 

※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは次の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。 

(1)減損損失を認識した資産 

 当社グループは、事業所用資産については各事業

拠点単位で、賃貸用資産及び遊休資産については各

物件単位で、資産のグルーピングを行っておりま

す。 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 遊休資産については、継続的に時価が下落してい

るため、回収可能価額まで帳簿価額を減額し、減損

損失を計上しております。その内訳は建物及び構築

物８百万円、土地16百万円であります。 

用途 種類 場所 

遊休資産 
建物及び構築物

土地  
 和歌山県新宮市 

 当社グループは、事業所用資産については各事業

拠点単位で、賃貸用資産及び遊休資産については各

物件単位で、資産のグルーピングを行っておりま

す。 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 生産設備については将来の使用見込みがないた

め、減損損失を計上しております。その内訳は建設

仮勘定 百万円であります。 

用途 種類 場所 

生産設備 建設仮勘定 山形県東根市 

39

 なお、上記資産の回収可能価額は、路線価及び固

定資産税評価額を基に算定した正味売却価額を使用

しております。  

  

(3)減損損失の金額 (3)減損損失の金額 

建物及び構築物 8 百万円

土地 16 百万円

建設仮勘定 39 百万円

 ────── ※７ 災害による損失 

たな卸資産廃棄損 148 百万円

資産設備の滅失及び復旧費用 182 百万円

その他 95 百万円

合計 426 百万円
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当連結会計年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

 自己株式の増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加 ０千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 5,132百万円 

少数株主に係る包括利益 46  

計 5,178  

その他有価証券評価差額金 106百万円 

繰延ヘッジ損益 2  

持分法適用会社に対する持分相当額 △5  

計 103  

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式   

  普通株式  38,153  －  －  38,153

合計  38,153  －  －  38,153

自己株式   

  普通株式  697  0  －  698

合計  697  0  －  698

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年12月18日 

定時株主総会 
普通株式  543  14.50 平成21年９月30日 平成21年12月21日 

平成22年５月11日 

取締役会 
普通株式  505  13.50 平成22年３月31日 平成22年６月８日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年12月17日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  749  20.00 平成22年９月30日 平成22年12月20日
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当連結会計年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動事由の概要） 

 自己株式の増加の主な内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加  ０千株 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数（千株） 

当連結会計年度 
減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 
株式数（千株） 

発行済株式   

  普通株式  38,153  －  －  38,153

合計  38,153  －  －  38,153

自己株式   

  普通株式  698  0  －  698

合計  698  0  －  698

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年12月17日 

定時株主総会 
普通株式  749  20.00 平成22年９月30日 平成22年12月20日 

平成23年５月13日 

取締役会 
普通株式  636  17.00 平成23年３月31日 平成23年６月７日 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年12月16日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金  936  25.00 平成23年９月30日 平成23年12月19日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

  

現金及び預金勘定 35,787百万円

有価証券勘定に含まれる償還期間 

３ヶ月以内の追加型公社債投資信託 
2,899百万円

現金及び現金同等物 38,686百万円

現金及び預金勘定 42,978百万円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △151百万円

有価証券勘定に含まれる償還期間 

３ヶ月以内の追加型公社債投資信託等 
3,101百万円

現金及び現金同等物 45,929百万円
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前連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「食品卸売事業」の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 当社及び連結子会社は、全て本邦に所在するため、所在地別セグメント情報に該当する事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 当社及び連結子会社は、海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、常温流通事業、低温流通事業、酒類流通事業等の複数の事業から構成されており、当社及び当

社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業を営んでおります。 

当社の報告セグメントは、事業内容を基礎として事業セグメントに集約した上で、「常温流通事業」「低温流通

事業」「酒類流通事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「常温流通事業」は、インスタント（缶詰・レトルト含む）、乾物・穀類、飲料、嗜好品、調味料他の販売を、

「低温流通事業」は要冷品の販売を、「酒類流通事業」は酒類の販売を行っております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 セグメント間の内部収益及び振替高は市場実績価格に基づいております。  

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日） 

 （単位：百万円）

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。 

２ 調整額は、以下の通りであります。 

（1）セグメント利益の調整額△１百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（2）セグメント資産の調整額△8,646百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（3）セグメント負債の調整額△8,060百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（4）減価償却費の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

 なお、減価償却費には、長期前払費用に係る償却額が含まれております。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計  
調整額 
（注）２

連結財務
諸表計上
額（注）

３ 

常温流通 
事業 

低温流通
事業 

酒類流通
事業 

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  528,099  78,676  58,105  664,881  759  665,640  －  665,640

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 8,409  404  546  9,360  4,143  13,503  △13,503  －

計  536,509  79,080  58,651  674,241  4,902  679,144  △13,503  665,640

セグメント利益  8,269  287  456  9,013  304  9,317  △1  9,316

セグメント資産  177,673  14,965  8,946  201,585  13,049  214,635  △8,646  205,988

セグメント負債   121,553  14,083  8,404  144,041  1,890  145,932  △8,060  137,871

その他の項目   

減価償却費  2,846  38  76  2,961  376  3,337  △2  3,335

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 2,436  26  33  2,496  39  2,535  －  2,535
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当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

 （単位：百万円）

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に物流事業であります。 

２ 調整額は、以下の通りであります。 

（1）セグメント利益の調整額５百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（2）セグメント資産の調整額△9,877百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（3）セグメント負債の調整額△9,098百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

（4）減価償却費の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去額であります。 

 なお、減価償却費には、長期前払費用に係る償却額が含まれております。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報の中で同様の情報を記載しているため、省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

  (1）売上高 

  本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  (2）有形固定資産 

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

(単位：百万円)

  

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

(単位：百万円)

  

報告セグメント 
その他 
（注）１

合計  
調整額 
（注）２

連結財務
諸表計上
額（注）

３ 

常温流通 
事業 

低温流通
事業 

酒類流通
事業 

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  558,620  80,243  58,932  697,795  4,616  702,411  －  702,411

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 9,344  383  458  10,186  4,939  15,125  △15,125  －

計  567,964  80,626  59,390  707,981  9,555  717,537  △15,125  702,411

セグメント利益  9,386  313  494  10,193  464  10,658  5  10,664

セグメント資産  189,218  15,447  8,916  213,582  14,916  228,498  △9,877  218,620

セグメント負債   127,429  14,206  8,133  149,769  3,511  153,281  △9,098  144,183

その他の項目   

減価償却費  2,636  39  57  2,733  766  3,500  △2  3,498

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
 2,492  25  33  2,551  154  2,706  －  2,706

【関連情報】

 顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

 イオン商品調達㈱ 71,671 常温流通事業 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

  
常温流通  
事業 

低温流通 
事業 

酒類流通  
事業 

その他 全社・消去 合計 

減損損失    39  －  －  －  －  39
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当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

  

  

当連結会計年度（自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年3月27日公表

分）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年3月21日

公表分）を適用しております。  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成23年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

（流動の部）   

繰延税金資産   

賞与引当金 425百万円

未払事業税 211百万円

貸倒引当金  157百万円

その他 126百万円

繰延税金資産小計 921百万円
評価性引当額 △148百万円

繰延税金資産合計 773百万円
  繰延税金負債との相殺 △27百万円

   繰延税金資産の純額  745百万円
    
 繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 13百万円

特別償却準備金 12百万円

その他 1百万円

 繰延税金負債合計 27百万円
繰延税金資産との相殺 △27百万円

 繰延税金負債の純額 －  
    

（固定の部）   

 繰延税金資産   

貸倒引当金 37百万円

  退職給付引当金 2,472百万円

役員退職慰労引当金 182百万円

  繰越欠損金 129百万円

 その他 776百万円

 繰延税金資産小計 3,598百万円
評価性引当額 △1,065百万円

繰延税金資産合計 2,533百万円
繰延税金負債との相殺 △1,573百万円

繰延税金資産の純額 959百万円
    

 繰延税金負債    

  固定資産圧縮積立金  590百万円

  特別償却準備金  64百万円

  その他有価証券評価差額金  965百万円

繰延税金負債合計  1,620百万円
  繰延税金資産との相殺  △1,573百万円

繰延税金負債の純額  46百万円

（流動の部）   

繰延税金資産   

賞与引当金 445百万円

未払事業税 220百万円

貸倒引当金  161百万円

その他 131百万円

繰延税金資産小計 959百万円
評価性引当額 △151百万円

繰延税金資産合計 808百万円
  繰延税金負債との相殺 △26百万円

   繰延税金資産の純額  782百万円
    
 繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 12百万円

特別償却準備金 13百万円

 繰延税金負債合計 26百万円
繰延税金資産との相殺 △26百万円

 繰延税金負債の純額 －  
    

    

（固定の部）   

 繰延税金資産   

貸倒引当金 32百万円

  退職給付引当金 2,526百万円

役員退職慰労引当金 199百万円

  繰越欠損金 122百万円

 その他 918百万円

 繰延税金資産小計 3,799百万円
評価性引当額 △1,242百万円

繰延税金資産合計 2,556百万円
繰延税金負債との相殺 △2,040百万円

繰延税金資産の純額 516百万円
    

 繰延税金負債    

  固定資産圧縮積立金  575百万円

  特別償却準備金  56百万円

  その他有価証券評価差額金  1,500百万円

  その他 10百万円

繰延税金負債合計  2,142百万円
  繰延税金資産との相殺  △2,040百万円

繰延税金負債の純額  101百万円
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  （単位％）

法定実効税率 40.6
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.2

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△1.1

住民税等均等割 1.1
過年度法人税等 1.0
評価性引当額  1.2
その他 △0.8

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.2

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため、記載を省略しております。  
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前連結会計年度（平成22年９月30日） 

１  その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,775百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて 

   困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

  

３  減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、有価証券について1,137百万円（その他有価証券の株式1,137百万円）減損処理を行

っております。 

 なお、減損処理にあたっては、その他有価証券で時価のある有価証券については、期末における時価が取得原

価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性等を

考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 また、時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券については、期末における発行会社の財

政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込があると認められた場合を除き減損処理を行っておりま

す。   

  

（有価証券関係）

種類 
連結貸借対照表   
計上額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式  9,342  6,423  2,918

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  547  534  13

(3）その他  322  317  4

小計  10,212  7,276  2,936

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式  4,277  4,923  △645

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  2,663  2,867  △204

(3）その他  －  －  －

小計  6,940  7,791  △850

合計  17,153  15,067  2,085

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1）株式 270 35 0 

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計 270 35 0 
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当連結会計年度（平成23年９月30日） 

１  その他有価証券 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,825百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて 

   困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

  

３  減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、有価証券について160百万円（その他有価証券の株式160百万円）減損処理を行って

おります。 

 なお、減損処理にあたっては、その他有価証券で時価のある有価証券については、期末における時価が取得原

価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した場合には、回復可能性等を

考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 また、時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券については、期末における発行会社の財

政状態等を勘案して回復可能性を判断し、回復する見込があると認められた場合を除き減損処理を行っておりま

す。 

種類 
連結貸借対照表   
計上額（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式  13,540  9,442  4,098

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  636  629  6

(3）その他  322  322  0

小計  14,499  10,393  4,105

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式  2,440  2,675  △235

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  2,543  2,801  △257

(3）その他  －  －  －

小計  4,984  5,477  △493

合計  19,483  15,871  3,612

種類 
売却額 

（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1）株式  18  13  △0

(2）債券       

① 国債・地方債等  －  －  －

② 社債  －  －  －

③ その他  －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計  18  13  △0
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  １ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として企業年金基金及び退職一時金制度を、連結子会社については退職一時金制度を設

けております。 

    また、当社は退職給付信託を設定しております。 

  ２ 退職給付債務に関する事項 

（退職給付関係）

    
前連結会計年度 

（平成22年９月30日現在） 
当連結会計年度 

（平成23年９月30日現在）

① 退職給付債務（注）１ （百万円）  △9,731  △9,911

② 年金資産 （百万円）  2,506  2,417

③ 退職給付信託 （百万円）  1,462  1,480

④ 未積立退職給付債務（①＋②＋③） （百万円）  △5,763  △6,014

⑤ 未認識数理計算上の差異 （百万円）  1,006  954

⑥ 未認識過去勤務債務（債務の減額）（注）２（百万円）  △644  △474

⑦ 退職給付引当金（④＋⑤＋⑥） （百万円）  △5,400  △5,535

前連結会計年度 
（平成22年９月30日現在） 

  
当連結会計年度 

（平成23年９月30日現在） 

 （注）１ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

   （注）１       同左 

２ 当社は平成16年４月１日付にて退職金規

程の一部改定を実施し、また同年７月１

日付にて企業年金基金へ移行したことに

より過去勤務債務（債務の減額）が発生

しております。 

  ２       同左 
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  ３ 退職給付費用に関する事項 

  ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日）

① 勤務費用（注）１ （百万円）  506  535

② 利息費用 （百万円）  154  129

③ 期待運用収益 （百万円）  △61  △62

④ 数理計算上の差異の費用処理額 （百万円）  150  228

⑤ 過去勤務債務の費用処理額（注）２ （百万円）  △169  △169

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） （百万円）  580  660

前連結会計年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

  
当連結会計年度 

（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

 （注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は「① 勤務費用」に計上して

おります。 

   （注）１       同左 

２ 「２ 退職給付債務に関する事項」の

（注）２に記載の過去勤務債務に係る当

期の費用処理額であります。 

  ２       同左 

  
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

② 割引率 1.5％ 同左 

③ 期待運用収益率 2.5％ 同左 

④ 数理計算上の差異の処理年数 10年 同左 

  （発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額

法により、翌連結会計年度から費

用処理しております。） 

同左 

  

  

  

⑤ 過去勤務債務の処理年数 10年 同左 

  

（発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数による定額

法により、発生年度から費用処理

しております。） 

同左 
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 （注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

１ １株当たり純資産額 

２ １株当たり当期純利益 

  前連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

  当連結会計年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

  該当事項はありません。  

  

 リース取引、関連当事者情報、金融商品、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債

務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示

を省略しております。 

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり純資産額           円 銭 1,807 55           円02銭 1,964

１株当たり当期純利益     円 銭 134 44     円 銭 168 23

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

同左 

    
前連結会計年度末 

（平成22年９月30日） 
当連結会計年度末 

（平成23年９月30日） 

連結貸借対照表の純資産額の

合計額 
（百万円）  68,116  74,437

普通株式に係る純資産額 （百万円）  67,700  73,560

差額の内訳 

 少数株主持分 
（百万円）  416  877

普通株式の発行済株式数 （千株）  38,153  38,153

普通株式の自己株式数 （千株）  698  698

１株当たり純資産額の算定に

用いられた普通株式の数 
（千株）  37,454  37,454

    
前連結会計年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

当期純利益 （百万円）  5,035  6,301

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 （百万円）  5,035  6,301

期中平均株式数 （千株）  37,454  37,454

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,818 39,882

受取手形 936 834

売掛金 ※2  62,633 ※2  65,463

有価証券 3,104 3,101

商品及び製品 8,663 9,491

仕掛品 1 2

原材料及び貯蔵品 37 35

繰延税金資産 588 611

未収入金 ※2  2,900 ※2  2,754

短期貸付金 ※2  1,169 ※2  545

その他 ※2  73 ※2  95

貸倒引当金 △461 △466

流動資産合計 113,466 122,350

固定資産   

有形固定資産   

建物 30,009 29,899

減価償却累計額 △16,323 △16,860

建物（純額） 13,686 13,038

構築物 1,562 1,545

減価償却累計額 △1,229 △1,254

構築物（純額） 332 290

機械及び装置 4,413 4,461

減価償却累計額 △2,871 △3,078

機械及び装置（純額） 1,541 1,383

車両運搬具 163 132

減価償却累計額 △143 △121

車両運搬具（純額） 20 11

工具、器具及び備品 1,441 1,448

減価償却累計額 △1,155 △1,205

工具、器具及び備品（純額） 286 243

土地 22,082 22,116

リース資産 1,012 1,443

減価償却累計額 △213 △486

リース資産（純額） 799 957

有形固定資産合計 38,749 38,040

無形固定資産   

ソフトウエア 3,485 3,591

電話加入権 28 28

無形固定資産合計 3,514 3,620

加藤産業㈱　(9869)　平成23年9月期決算短信

- 36 -



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  17,464 ※1  19,754

関係会社株式 2,119 2,119

出資金 123 120

関係会社出資金 155 168

長期貸付金 66 6

従業員に対する長期貸付金 10 12

関係会社長期貸付金 1,422 1,964

破産更生債権等 130 105

長期前払費用 53 8

差入保証金 1,459 1,484

敷金 1,044 1,064

建設協力金 2,037 1,904

投資不動産 1,853 1,853

減価償却累計額 △1,107 △1,135

投資不動産（純額） 745 718

繰延税金資産 773 208

その他 153 153

貸倒引当金 △160 △138

投資評価引当金 △427 △427

投資その他の資産合計 27,172 29,228

固定資産合計 69,435 70,889

資産合計 182,901 193,240

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1, ※2  99,524 ※1, ※2  103,590

リース債務 231 316

未払金 1,721 1,953

未払法人税等 2,254 2,389

未払消費税等 417 128

未払費用 ※2  2,821 ※2  2,887

預り金 ※2  3,854 ※2  4,489

賞与引当金 795 821

役員賞与引当金 58 66

その他 5 110

流動負債合計 111,684 116,753

固定負債   

リース債務 577 658

退職給付引当金 4,271 4,322

役員退職慰労引当金 400 434

投資損失引当金 579 575

資産除去債務 － 76

その他 601 691

固定負債合計 6,429 6,758

負債合計 118,114 123,511
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,934 5,934

資本剰余金   

資本準備金 8,806 8,806

資本剰余金合計 8,806 8,806

利益剰余金   

利益準備金 889 889

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 886 860

特別償却準備金 113 102

別途積立金 42,700 46,200

繰越利益剰余金 4,975 5,634

利益剰余金合計 49,563 53,686

自己株式 △860 △860

株主資本合計 63,444 67,565

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,346 2,162

繰延ヘッジ損益 △2 △0

評価・換算差額等合計 1,343 2,162

純資産合計 64,787 69,728

負債純資産合計 182,901 193,240
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高   

商品売上高 ※6  517,830 ※6  548,131

製品売上高 3,683 3,985

その他の売上高 1,001 1,751

売上高合計 522,515 553,868

売上原価   

商品期首たな卸高 9,083 8,450

当期商品仕入高 ※6  483,062 ※6  513,228

合計 492,146 521,679

商品期末たな卸高 8,450 9,290

商品売上原価 483,695 512,388

製品期首たな卸高 173 212

当期製品製造原価 2,130 2,243

合計 2,304 2,455

製品期末たな卸高 212 188

製品売上原価 2,091 2,267

その他の原価 823 1,429

売上原価合計 486,610 516,086

売上総利益 35,904 37,782

販売費及び一般管理費   

運搬費 9,575 10,305

広告宣伝費 181 186

旅費及び交通費 396 390

貸倒引当金繰入額 － 26

役員報酬 194 204

従業員給料及び手当 5,372 5,369

賞与引当金繰入額 745 777

役員賞与引当金繰入額 58 66

退職給付費用 430 513

役員退職慰労引当金繰入額 35 34

福利厚生費 994 1,023

交際費 125 126

通信費 152 133

水道光熱費 356 345

消耗品費 104 107

租税公課 522 514

減価償却費 2,623 2,424

修繕費 142 127

保険料 42 41

賃借料 3,109 3,089

情報システム費 2,075 2,062

雑費 521 540

販売費及び一般管理費合計 27,762 28,412

営業利益 8,141 9,370
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業外収益   

受取利息 71 77

有価証券利息 70 40

受取配当金 346 410

不動産賃貸料 ※6  499 ※6  454

雑収入 185 183

営業外収益合計 1,173 1,167

営業外費用   

支払利息 27 26

不動産賃貸費用 426 376

貸倒引当金繰入額 － 4

雑損失 3 0

営業外費用合計 457 407

経常利益 8,857 10,130

特別利益   

固定資産売却益 ※1  0 ※1  0

投資有価証券売却益 34 13

投資有価証券償還益 － 30

貸倒引当金戻入額 4 9

投資損失引当金戻入額 84 24

償却債権取立益 77 －

補助金収入 31 －

災害見舞金 － ※2  50

特別利益合計 233 127

特別損失   

固定資産売却損 ※3  23 ※3  0

固定資産除却損 ※4  28 ※4  17

投資有価証券評価損 874 160

投資有価証券売却損 0 －

投資損失引当金繰入額 50 20

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 60

災害による損失 － ※5  408

特別損失合計 977 667

税引前当期純利益 8,112 9,589

法人税、住民税及び事業税 3,530 4,020

法人税等調整額 △21 61

法人税等合計 3,508 4,081

当期純利益 4,604 5,508
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 （注）※ 主な内訳は次のとおりであります。 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 原材料費    1,532  72.0   1,673  74.6

Ⅱ 労務費    205  9.6   189  8.4

Ⅲ 経費 ※  391  18.4   381  17.0

当期総製造費用    2,129  100.0   2,244  100.0

期首仕掛品たな卸高     2   1

合計    2,131   2,246

期末仕掛品たな卸高     △1   △2

当期製品製造原価    2,130   2,243

          

前事業年度 当事業年度 

項目 金額（百万円） 項目 金額（百万円） 

減価償却費  69 水道光熱費  62

水道光熱費  57 減価償却費  58

消耗品費  16 消耗品費  18

修繕費  14 修繕費  12

（原価計算の方法） （原価計算の方法） 

 単純総合原価計算による実際原価計算であります。 同左 
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,934 5,934

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,934 5,934

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 8,806 8,806

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,806 8,806

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 889 889

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 889 889

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 888 886

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 15 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △17 △26

当期変動額合計 △1 △26

当期末残高 886 860

特別償却準備金   

前期末残高 121 113

当期変動額   

特別償却準備金の積立 9 8

特別償却準備金の取崩 △17 △18

当期変動額合計 △8 △10

当期末残高 113 102

別途積立金   

前期末残高 40,200 42,700

当期変動額   

別途積立金の積立 2,500 3,500

当期変動額合計 2,500 3,500

当期末残高 42,700 46,200
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,910 4,975

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 △15 －

固定資産圧縮積立金の取崩 17 26

特別償却準備金の積立 △9 △8

特別償却準備金の取崩 17 18

別途積立金の積立 △2,500 △3,500

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 4,604 5,508

当期変動額合計 1,065 659

当期末残高 4,975 5,634

利益剰余金合計   

前期末残高 46,008 49,563

当期変動額   

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 4,604 5,508

当期変動額合計 3,555 4,122

当期末残高 49,563 53,686

自己株式   

前期末残高 △858 △860

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 △860 △860

株主資本合計   

前期末残高 59,889 63,444

当期変動額   

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 4,604 5,508

自己株式の取得 △1 △0

当期変動額合計 3,554 4,121

当期末残高 63,444 67,565
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,245 1,346

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 101 816

当期変動額合計 101 816

当期末残高 1,346 2,162

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △5 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2 2

当期変動額合計 2 2

当期末残高 △2 △0

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,240 1,343

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 103 819

当期変動額合計 103 819

当期末残高 1,343 2,162

純資産合計   

前期末残高 61,130 64,787

当期変動額   

剰余金の配当 △1,048 △1,385

当期純利益 4,604 5,508

自己株式の取得 △1 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 103 819

当期変動額合計 3,657 4,941

当期末残高 64,787 69,728
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    該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価
方法 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 
同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
 決算期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は、全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

２ デリバティブ等の評価基準 
及び評価方法 

デリバティブ 
時価法 

デリバティブ 
同左 

３ たな卸資産の評価基準及び 
評価方法 

商品 
 先入先出法による原価法（収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法） 

商品 
同左 

  製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 
 総平均法による原価法（収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法） 

製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 
同左  

  

４ 固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）の
償却方法は定額法によっております。
  なお、主な耐用年数は次のとおりで
あります。 
建物及び構築物 10年～45年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）
      同左 

  (2）無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法を採用しております。 
 なお、自社利用のソフトウエアにつ
いては社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）
同左 

  (3）リース資産 
 リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しておりま
す。 
 なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日
が平成20年９月30日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
す。   

(3）リース資産 
同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

  (4) 投資不動産 

 定率法を採用しております。  

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）の

償却方法は定額法によっております。

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物 10年～45年 

(4) 投資不動産 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与金支給に備えるため、

賞与支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員の賞与金支給に備えるため、役

員賞与支給見込額を計上しておりま

す。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法に

より翌期から費用処理しております。

 また、過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費

用処理しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

   （会計方針の変更） 

 当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企

業会計基準第19号 平成20年７月31日公

表分）を適用しております。 

 数理計算上の差異を翌事業年度から償

却するため、これによる営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生す

る退職給付債務の差額の未処理残高は

618百万円であります。 

 ────── 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

  (6）投資評価引当金 

 関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その資産内容等を勘案して

必要と認められる金額を計上しており

ます。 

(6）投資評価引当金 

同左 

  (7）投資損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備えるた

め、その資産状態等を勘案し、出資金

額を超えて、当社が負担することとな

る損失見込額を計上しております。 

(7）投資損失引当金 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たす為替

予約が付されている外貨建債務につい

ては、振当処理を行うこととしており

ます。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建債務及び外貨建予定取引 

ヘッジ対象 

      同左 

  (3）ヘッジ方針 

 当社は輸入取引の為替相場の変動リ

スク軽減のため、為替予約取引を行っ

ております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して、為替の相場変

動を完全に相殺するものと見込まれる

ため、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のための

重要な事項 

    

消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 同左 

加藤産業㈱　(9869)　平成23年9月期決算短信

- 47 -



（６）重要な会計方針の変更

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

 （不動産賃貸料及び不動産賃貸費用の計上区分の変更等）
 不動産賃貸料及び不動産賃貸費用については、従来、営
業外収益及び営業外費用として計上しておりましたが、
「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業
会計基準第20号 平成20年11月28日公表分）及び「賃貸等
不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第23号 平成20年11月28日公表分）が
当事業年度より適用されることを契機に、当社が保有する
各賃貸不動産の保有目的等を見直した結果、当社グループ
会社の事業の用に供するために賃貸する目的で保有する不
動産に係る賃貸料及び賃貸費用については、当社の主たる
事業目的に付随する業務により生じた収入及び費用である
ことから、経営成績をより適切に表示するため、当事業年
度より「その他の売上高」及び「その他の原価」に計上す
る方法に変更し、それぞれ259百万円、134百万円を計上し
ております。 
 また、上記と同様の事由により、従来、有形固定資産の
「建物（純額）」、「構築物（純額）」及び「土地」に含
めていた賃貸不動産のうち、当社グループ会社以外に賃貸
しているものについては、当事業年度より投資その他の資
産の「投資不動産（純額）」として表示しております。前
事業年度の「建物（純額）」、「構築物（純額）」及び
「土地」に含めていた当該資産はそれぞれ407百万円、３
百万円、289百万円であります。 

────── 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 （企業結合に関する会計基準等の適用） 
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 
平成20年12月26日公表分）、「「研究開発費等に係る会計
基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月
26日公表分）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会
計基準第７号 平成20年12月26日公表分）及び「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企
業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日公表分）が
平成21年４月１日以後開始する事業年度において最初に実
施される企業結合及び事業分離等から適用することができ
ることになったことに伴い、当事業年度よりこれらの会計
基準等を適用しております。  
  

 ────── 

 ────── 
  

 （資産除去債務に関する会計基準の適用） 
 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」
（企業会計基準第18号 平成20年３月31日公表分）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第21号 平成20年３月31日公表分）を適用し
ております。 
 これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ２百万円、
税引前当期純利益は63百万円減少しております。 
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（７）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

（貸借対照表） 

 従来、貸借対照表上の「未収入金」及び「未払金」に含

めていた売上債権及び仕入債務等の消費税等相当額につい

ては、当事業年度より会計システム変更の実施に合わせ

て、それぞれ、「売掛金」及び「買掛金」並びに「未払費

用」に含めております。 

 なお、前事業年度で「未収入金」及び「未払金」に含め

ていた消費税等相当額の金額は以下のとおりであります。

────── 

 前事業年度貸借対照表において、「未収入金」に含めて

いた消費税等相当額の金額 

  

・売掛金 2,890百万円   

 前事業年度貸借対照表において、「未払金」に含めてい

た消費税等相当額の金額 

  

・買掛金 4,539百万円

・未払費用 117百万円

  

  

（８）追加情報

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

（倉庫業における収入及び費用について） 

 当社は、当事業年度より稼動しております物流センター

において、倉庫業として配送業務等の物流業務受託を行っ

ております。これに伴い、当事業年度より物流受託収入及

び対応する委託費用等を「その他の売上高」及び「その他

の原価」にそれぞれ742百万円、689百万円計上しておりま

す。 

────── 
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（９）個別財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年９月30日） 

当事業年度 
（平成23年９月30日） 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産 

(1）担保に供している資産は次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 380 百万円 投資有価証券（株式） 448 百万円

(2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 (2）上記に対応する債務は次のとおりであります。 

買掛金 1,593 百万円 買掛金 1,540 百万円

※２ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

※２ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 694 百万円

未収入金 124 百万円

短期貸付金 1,169 百万円

その他流動資産 6 百万円

買掛金 675 百万円

未払費用 317 百万円

預り金 3,779 百万円

売掛金 729 百万円

未収入金 133 百万円

短期貸付金 545 百万円

その他流動資産 6 百万円

買掛金 655 百万円

未払費用 325 百万円

預り金 4,414 百万円

 ３ 保証債務 

(1）下記の銀行借入金に対して保証を行っております。

 ３ 保証債務 

(1）下記の仕入債務他に対して保証を行っております。

(2）下記の仕入債務に対して保証を行っております。 

ヤタニ酒販㈱ 66 百万円

ヤタニ酒販㈱ 5,420 百万円

九州加藤㈱ 96 百万円

ケイ低温フーズ㈱ 28 百万円

三陽物産㈱ 12 百万円

合計 5,557 百万円

ヤタニ酒販㈱ 5,025 百万円

九州加藤㈱ 91 百万円

ケイ低温フーズ㈱ 24 百万円

三陽物産㈱他 47 百万円

合計 5,188 百万円

加藤産業㈱　(9869)　平成23年9月期決算短信

- 50 -



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

建物 0 百万円 機械及び装置 0 百万円

車両運搬具 0 百万円 車両運搬具 0 百万円

合計 0 百万円 合計 0 百万円

 ────── ※２ 災害見舞金 

   東日本大震災による被災に対して、取引先等から受

け取ったものであります。 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

建物 8 百万円 車両運搬具 0 百万円

構築物 1 百万円 土地 0 百万円

機械及び装置 0 百万円 合計 0 百万円

車両運搬具 0 百万円   

工具、器具及備品 0 百万円   

土地 13 百万円   

合計 23 百万円   

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 24 百万円 建物 14 百万円

構築物 0 百万円

機械及び装置 0 百万円

車両運搬具 0 百万円

工具、器具及び備品 1 百万円

合計 28 百万円

構築物 0 百万円

機械及び装置 0 百万円

車両運搬具 0 百万円

工具、器具及び備品 0 百万円

投資不動産 0 百万円

合計 17 百万円

 ────── ※５ 災害による損失 

たな卸資産廃棄損 132 百万円

資産設備の滅失及び復旧費用 182 百万円

その他 93 百万円

合計 408 百万円

※６ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※６ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

商品売上高 3,723 百万円

当期商品仕入高 5,453 百万円

不動産賃貸料 155 百万円

商品売上高 4,111 百万円

当期商品仕入高 5,870 百万円

不動産賃貸料 145 百万円
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  前事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  （変動事由の概要） 

   増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取りによる増加   ０千株 

  

  当事業年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

  （変動事由の概要） 

   増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取りによる増加   ０千株 

  

  前事業年度（平成22年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式1,785百万円、関連会社株式333百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

  当事業年度（平成23年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式1,785百万円、関連会社株式333百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前事業年度末 
株式数(千株) 

当事業年度 
増加株式数(千株) 

当事業年度 
減少株式数(千株) 

当事業年度末 
株式数(千株) 

普通株式  697  0  －  698

株式の種類 
前事業年度末 
株式数(千株) 

当事業年度 
増加株式数(千株) 

当事業年度 
減少株式数(千株) 

当事業年度末 
株式数(千株) 

普通株式  698  0  －  698

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年９月30日） 

当事業年度 
（平成23年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

（流動の部）   

繰延税金資産   

賞与引当金 310百万円

未払事業税 182百万円

貸倒引当金  157百万円

その他 93百万円

繰延税金資産小計 744百万円
評価性引当額 △127百万円

繰延税金資産合計 616百万円
  繰延税金負債との相殺 △27百万円

   繰延税金資産の純額  588百万円
    
 繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 13百万円

特別償却準備金 12百万円

その他 1百万円

 繰延税金負債合計 27百万円
繰延税金資産との相殺 △27百万円

 繰延税金負債の純額 －  
    

（固定の部）   

 繰延税金資産   

貸倒引当金 30百万円

  退職給付引当金 2,013百万円

役員退職慰労引当金 162百万円

  投資評価引当金 173百万円

 投資損失引当金  235百万円

 その他 418百万円

 繰延税金資産小計 3,034百万円
評価性引当額 △687百万円

繰延税金資産合計 2,346百万円
繰延税金負債との相殺 △1,573百万円

繰延税金資産の純額 773百万円
    

 繰延税金負債    

  固定資産圧縮積立金  590百万円

  特別償却準備金  64百万円

  その他有価証券評価差額金  919百万円

繰延税金負債合計  1,573百万円
  繰延税金資産との相殺  △1,573百万円

繰延税金負債の純額  －  

（流動の部）   

繰延税金資産   

賞与引当金 322百万円

未払事業税 189百万円

貸倒引当金  161百万円

その他 91百万円

繰延税金資産小計 765百万円
評価性引当額 △127百万円

繰延税金資産合計 637百万円
  繰延税金負債との相殺 △26百万円

   繰延税金資産の純額  611百万円
    
 繰延税金負債   

 固定資産圧縮積立金 12百万円

特別償却準備金 13百万円

 繰延税金負債合計 26百万円
繰延税金資産との相殺 △26百万円

 繰延税金負債の純額 －  
    
    

（固定の部）   

 繰延税金資産   

貸倒引当金 26百万円

  退職給付引当金 2,034百万円

役員退職慰労引当金 176百万円

  投資評価引当金 173百万円

 投資損失引当金  233百万円

 その他 500百万円

 繰延税金資産小計 3,145百万円
評価性引当額 △900百万円

繰延税金資産合計 2,245百万円
繰延税金負債との相殺 △2,036百万円

繰延税金資産の純額 208百万円
    

 繰延税金負債    

  固定資産圧縮積立金  575百万円

  特別償却準備金  56百万円

  その他有価証券評価差額金  1,399百万円

  その他  5百万円

繰延税金負債合計  2,036百万円
  繰延税金資産との相殺  △2,036百万円

繰延税金負債の純額  －  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳   

  

  （単位％）

法定実効税率 40.6
交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

0.9

受取配当金等永久に 
益金に算入されない項目 

△1.0

住民税等均等割 1.0
過年度法人税等  1.2
評価性引当額  1.4
その他 △0.9

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

43.2

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ
るため、記載を省略しております。 
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  （注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  前事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

   該当事項はありません。  

  

  当事業年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

   該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり純資産額       円 銭 1,729 77       円 銭 1,861 71

１株当たり当期純利益      円 銭 122 93      円07銭 147

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

同左 

    
前事業年度 

（自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日） 

当期純利益 （百万円）  4,604  5,508

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 （百万円）  4,604  5,508

普通株式の期中平均株式数 （千株）  37,454  37,454

（重要な後発事象）
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役員の異動 

①代表取締役の異動 

  

②その他の役員の異動 

・新任取締役候補 

  

・退任予定取締役  

  

・昇任取締役候補 

  

③就任予定日 

平成23年12月16日  

６.その他

  

取締役会長 

   かとう   たけお 

  加 藤 武 雄  

  

（現 代表取締役会長） 

  

取締役 

   うえしま  こういち 

  上 島 浩 一  

  

（現 北関東支社長） 

  

専務取締役 

   あさぬま   あきら 

  浅 沼  明  

  

（顧問に就任予定） 

  

取締役 

   まつお   ひでみ 

  松 尾 秀 己  

  

（顧問に就任予定） 

  

専務取締役 

   はるい   よしつぐ 

  治 居 義 継 

  

（現 常務取締役） 

  

常務取締役  

   こばやし  たかお 

  小 林 隆 夫 

  

（現 取締役） 
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